
(単位:円)

Ⅰ　資産の部

 1. 流動資産

現金預金 187,863,102 180,934,714 6,928,388

流動資産合計 187,863,102 180,934,714 6,928,388

 2. 固定資産

(1) 基本財産

定期預金 1,000,000,000 1,000,000,000 0

投資有価証券 12,205,059,500 13,453,877,375 △ 1,248,817,875

基本財産合計 13,205,059,500 14,453,877,375 △ 1,248,817,875

(2) 特定資産

退職給付引当資産 8,400,000 9,300,000 △ 900,000

設立４０周年記念助成積立金 0 60,000,000 △ 60,000,000

設立４０周年記念講演会積立金 0 30,000,000 △ 30,000,000

疾患別指定研究助成積立金 70,000,000 45,000,000 25,000,000

山田和生先生調査研究助成事業積立金 20,000,000 30,000,000 △ 10,000,000

助成金管理システム取得資金 10,000,000 10,000,000

特定資産合計 108,400,000 174,300,000 △ 65,900,000

(3) その他固定資産

ソフトウェア 3,040,950 3,040,950

その他固定資産合計 3,040,950 3,040,950

固定資産合計 13,316,500,450 14,628,177,375 △ 1,311,676,925

資産合計 13,504,363,552 14,809,112,089 △ 1,304,748,537

Ⅱ　負債の部

 1. 流動負債

流動負債合計 0 0 0

 2. 固定負債

退職給付引当金 8,400,000 9,300,000 △ 900,000

固定負債合計 8,400,000 9,300,000 △ 900,000

負債合計 8,400,000 9,300,000 △ 900,000

Ⅲ　正味財産の部

 1. 指定正味財産

寄付金 10,000,000 10,000,000 0

受贈定期預金 1,000,000,000 1,000,000,000 0

受贈投資有価証券 12,085,065,500 13,333,889,375 △ 1,248,823,875

指定正味財産合計 13,095,065,500 14,343,889,375 △ 1,248,823,875

(うち基本財産への充当額) (13,085,065,500) (14,333,889,375) (△ 1,248,823,875)

(うち特定資産への充当額) (10,000,000) (10,000,000) (0)

 2. 一般正味財産 400,898,052 455,922,714 △ 55,024,662

(うち基本財産への充当額) (119,994,000) (119,988,000) (6,000)

(うち特定資産への充当額) (90,000,000) (155,000,000) (△ 65,000,000)

正味財産合計 13,495,963,552 14,799,812,089 △ 1,303,848,537

負債及び正味財産合計 13,504,363,552 14,809,112,089 △ 1,304,748,537

貸借対照表
令和 4年 3月31日現在

科目 当年度 前年度 増減



(単位:円)

Ⅰ　一般正味財産増減の部
 1. 経常増減の部

(1) 経常収益
基本財産運用益

基本財産受取利息 117,658,513 122,647,411 △ 4,988,898
基本財産受取配当金 129,373,200 136,560,600 △ 7,187,400

基本財産運用益計 247,031,713 259,208,011 △ 12,176,298
特定資産運用益

特定資産受取利息 5,051 24,065 △ 19,014
特定資産運用益計 5,051 24,065 △ 19,014

経常収益計 247,036,764 259,232,076 △ 12,195,312
(2) 経常費用

事業費
調査研究助成金 146,000,000 107,520,000 38,480,000
疾患別指定研究助成金 60,000,000 30,000,000 30,000,000
国際交流助成金 5,000,000 4,990,000 10,000
心電学助成金 1,500,000 1,500,000 0
講演会費 15,798,165 14,646,615 1,151,550
講演会謝金 668,223 1,559,187 △ 890,964
役員報酬 1,547,370 1,444,212 103,158
旅費交通費 5,916,188 4,576,496 1,339,692
通信運搬費 583,965 649,618 △ 65,653
減価償却費 160,050 160,050
印刷製本費 20,292,725 10,651,619 9,641,106
諸謝金 1,865,057 1,083,159 781,898
会議費 5,027,746 3,218,739 1,809,007
選考委員への謝金 3,730,915 2,728,581 1,002,334
雑費 924,118 1,529,642 △ 605,524

事業費計 269,014,522 186,097,868 82,916,654
管理費

役員報酬 1,908,423 1,031,580 876,843
出向負担金（管理） 13,709,542 11,401,742 2,307,800
退職給付費用 1,250,000 △ 1,250,000
福利厚生費 21,658 29,944 △ 8,286
会議費 4,532,439 1,361,689 3,170,750
旅費交通費 1,216,704 2,976,840 △ 1,760,136
通信運搬費 624,599 564,045 60,554
消耗什器備品費 396,000 396,000 0
消耗品費 498,914 542,214 △ 43,300
修繕費 254,122 64,152 189,970
印刷製本費 1,009,929 377,430 632,499
賃借料 2,850,216 3,202,216 △ 352,000
諸謝金 262,002 262,002
図書費 111,680 99,096 12,584
諸会費 198,600 198,600 0
雑費 5,452,076 6,488,091 △ 1,036,015

管理費計 33,046,904 29,983,639 3,063,265
経常費用計 302,061,426 216,081,507 85,979,919

評価損益等調整前当期経常増減額 △ 55,024,662 43,150,569 △ 98,175,231
当期経常増減額 △ 55,024,662 43,150,569 △ 98,175,231

正味財産増減計算書
令和 3年 4月 1日から令和 4年 3月31日まで

科目 当年度 前年度 増減



科目 当年度 前年度 増減

 2. 経常外増減の部
(1) 経常外収益

経常外収益計
(2) 経常外費用

経常外費用計
当期経常外増減額
当期一般正味財産増減額 △ 55,024,662 43,150,569 △ 98,175,231
一般正味財産期首残高 455,922,714 412,772,145 43,150,569
一般正味財産期末残高 400,898,052 455,922,714 △ 55,024,662

Ⅱ　指定正味財産増減の部
基本財産運用益

基本財産受取利息 116,932,513 121,921,411 △ 4,988,898
基本財産受取配当金 129,373,200 136,560,600 △ 7,187,400
基本財産受取利息(償却原価法) △ 13,125 △ 13,125 0

基本財産運用益計 246,292,588 258,468,886 △ 12,176,298
基本財産評価損益等

基本財産評価損益等 △ 1,248,810,750 700,771,500 △ 1,949,582,250
一般正味財産への振替額

一般正味財産への振替額 246,305,713 258,482,011 △ 12,176,298
当期指定正味財産増減額 △ 1,248,823,875 700,758,375 △ 1,949,582,250
指定正味財産期首残高 14,343,889,375 13,643,131,000 700,758,375
指定正味財産期末残高 13,095,065,500 14,343,889,375 △ 1,248,823,875

Ⅲ　正味財産期末残高 13,495,963,552 14,799,812,089 △ 1,303,848,537



財務諸表に対する注記(１)

１. 継続組織の前提に関する注記

継続組織の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況はない。

２． 重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　①満期保有目的の債券・・・・・・

　　　ア．外国債券の仕組債は、原価法によっている。

  　　イ．国債は、償却原価法（定額法）によっている。

　　②株式・・・・・・時価評価法によっている。

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　該当なし。

（３）固定資産の減価償却の方法

　　①有形固定資産

      該当なし。

　　②無形固定資産

      定額法によっている。

（４）引当金の計上基準

　　　退職給付引当金…役員等の退職給付に備えて、当期末における退職給付債務に

　　　基づき発生していると認められる額を計上している。

（５）リース取引の処理方法

　　　リース取引の処理は、賃貸借取引に準じた処理を採用している。

（６）消費税等の会計処理

　　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

３． 会計方針の変更

　　　該当なし。

４． 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

　投資有価証券

仕 組 債 5,500,000,000 ― ― 5,500,000,000

株　　式 7,771,376,250 ― 1,248,810,750 6,522,565,500

国　　債 182,501,125 6,000 13,125 182,494,000

　銀行預金 1,000,000,000 ― ― 1,000,000,000

特定資産

 退職給付引当資産 9,300,000 ― 900,000 8,400,000
　山田和生先生調査
　研究助成事業積立金 30,000,000 ― 10,000,000 20,000,000
　疾患別指定研究助成
　積立金 45,000,000 25,000,000 ― 70,000,000
　設立４０周年記念
　助成積立金 60,000,000 ― 60,000,000 0
　設立４０周年記念
　講演会積立金 30,000,000 ― 30,000,000 0
　助成金管理システム
　取得資金 0 10,000,000 ― 10,000,000

合　　計 14,628,177,375 35,006,000 1,349,723,875 13,313,459,500

財務諸表に対する注記



財務諸表に対する注記(２)

５． 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

科　　　目 当期末残高
（うち指定正味財産
からの充当額）

（うち一般正味財産
からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

基本財産

　投資有価証券

仕 組 債 5,500,000,000 5,500,000,000 ― ―

株　　式 6,522,565,500 6,522,565,500 ― ―

国　　債 182,494,000 62,500,000 119,994,000 ―

　銀行預金 1,000,000,000 1,000,000,000 ― ―

特定資産

 退職給付引当資産 8,400,000 ― ― 8,400,000
　山田和生先生調査
　研究助成事業積立金 20,000,000 10,000,000 10,000,000 ―
　疾患別指定研究助成
　積立金 70,000,000 ― 70,000,000 ―
　助成金管理システム
　取得資金 10,000,000 ― 10,000,000 ―

合　　計 13,313,459,500 13,095,065,500 209,994,000 8,400,000

６． 担保に供している資産

該当なし。

７． 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

科      目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

 ソフトウエア 3,201,000 160,050 3,040,950
合    計 3,201,000 160,050 3,040,950

８． 債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

該当なし。

９． 保証債務

該当なし。

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

（単位：円）

科　　　目 帳簿価額 時　　価 評価損益

国債（第３２５回） 62,500,000 62,756,250 256,250

国債（第３３１回） 119,994,000 121,164,000 1,170,000
仕組債ドイツ復興金
融公庫 1,000,000,000 1,053,600,000 53,600,000

仕組債ＢＡＣ 1,000,000,000 918,200,000 △ 81,800,000

仕組債フランス電力 1,000,000,000 838,000,000 △ 162,000,000

仕組債ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ王国 1,000,000,000 936,100,000 △ 63,900,000

仕組債ＣＧＭＦＬ 1,000,000,000 988,200,000 △ 11,800,000

仕組債ＪＰモルガン 500,000,000 465,075,000 △ 34,925,000

合　　計 5,682,494,000 5,383,095,250 △ 299,398,750



財務諸表に対する注記(３)

１１. 金融商品の状況

（１）金融商品に対する基本方針

　　　当法人は、法人運営の財源の大部分を運用益によって賄うため、債権、株式、

　　　仕組債により資産運用する。

　　　当法人が利用する仕組債は、基本財産運用規程に基づき取引を行い、投機目的の

　　　デリバティブ取引は行わない方針である。

（２）金融商品の内容及びそのリスク

　　　投資有価証券は、債権、株式、仕組債であり、発行体の信用リスク、市場リスク

　　（金利の変動リスク、為替の変動リスク及び市場価格の変動リスク）にさらされている。

　　　なお、投資有価証券には、リスクが高いものとして、中途解約が著しく制約されて

　　　いることにより、満期到来までに資金化することが極めて困難な流動性に乏しい

　　　債権（仕組債）５５億円が含まれている。

（３）金融商品のリスクに係る管理体制

　　① 基本財産運用規程に基づく取引

　　　金融商品の取引は、当法人の基本財産運用規程に基づき行う。

　　② 信用リスクの管理

　　　債権及び仕組債については、発行体の信用情報や時価の状況を定期的に把握し、

　　　理事会に報告する。

　　③ 市場リスクの管理

　　　株式については、時価を定期的に把握し、理事会に報告する。

１２. 補助金等の内訳並びに交付者、登記の増減額及び残高

該当なし。

１３. 基金及び代替基金の増減額及びその残高

該当なし。

１４. 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

金　　額

経常収益への振替額

　　基本財産受取利息 116,932,513

　　基本財産受取配当金 129,373,200

合　　計 246,305,713

１５. 関連当事者との取引の内容

該当なし

１６. 重要な後発事象

該当なし。

内　　容



付属明細書

１． 基本財産及び特定資産の明細

２３ページの財務諸表に対する注記４に記載のとおり。

２． 引当金の明細

（単位：円）

目的使用 その他

退職給付引当金 9,300,000 0 900,000 0 8,400,000

期末残高

附属明細書

科　目 期首残高 当期増加額
当期減少額



財産目録

（単位:円）

場所・物量等 使用目的 金額

（流動資産）

現　　　金 現金手許有高 運転資金として 84,767

預　　　金 三菱UFJ銀行大津町支店 運転資金として 156,192,742

預　　　金 みずほ銀行名古屋営業部 運転資金として 31,585,593

187,863,102

（固定資産）

　基本財産 預　　　金 三菱UFJ銀行大津町支店
公益目的保有財産であり、運用益を助成事業、講演会開
催事業、調査事業に使用する。 1,000,000,000

投資有価証券
円建仕組債ドイツ復興金
融公庫

公益目的保有財産であり、運用益を助成事業、講演会開
催事業、調査事業に使用する。 1,000,000,000

投資有価証券 円建仕組債ＢＡＣ
公益目的保有財産であり、運用益を助成事業、講演会開
催事業、調査事業に使用する。 1,000,000,000

投資有価証券 円建仕組債フランス電力
公益目的保有財産であり、運用益を助成事業、講演会開
催事業、調査事業に使用する。 1,000,000,000

投資有価証券
円建仕組債ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ王
国

公益目的保有財産であり、運用益を助成事業、講演会開
催事業、調査事業に使用する。 1,000,000,000

投資有価証券 円建仕組債ＣＧＭＦＬ
公益目的保有財産であり、運用益を助成事業、講演会開
催事業、調査事業に使用する。 1,000,000,000

投資有価証券 円建仕組債ＪＰモルガン
公益目的保有財産であり、運用益を助成事業、講演会開
催事業、調査事業に使用する。 500,000,000

投資有価証券 国債第３２５回
公益目的保有財産であり、運用益を助成事業、講演会開
催事業、調査事業に使用する。 62,500,000

投資有価証券 国債第３３１回
公益目的保有財産であり、運用益を助成事業、講演会開
催事業、調査事業に使用する。 119,994,000

公益目的保有財産の共用財産であり、５０．０％の運用
益を助成事業、講演会開催事業、調査事業、に使用して
いる。

3,261,282,750

公益目的保有財産の共用財産であり、５０．０％の運用
益を管理目的として管理費に使用している。 3,261,282,750

特定資産
退職給付引当
資産

みずほ銀行名古屋営業部 退職給付引当金見合の引当資産として計上している。 8,400,000

山田和生先生調査
研究助成事業積立
金

三菱UFJ銀行大津町支店
調査研究助成金積立金であり、特定費用準備資金であ
る。 20,000,000

疾患別指定研究助
成積立金 三菱UFJ銀行大津町支店

疾患別指定研究助成金積立金であり、特定費用準備資金
である。 70,000,000

助成金管理システ
ム取得資金 三菱UFJ銀行大津町支店

助成金管理システム取得資金であり、資産取得資金であ
る。 10,000,000

その他固定資産 ソフトウェア 財団事業に使用している。 3,040,950

13,316,500,450

13,504,363,552

（流動負債）  　

　流動負債合計 0

（固定負債）

退職給付引当金 役員等の退職給付債務を引当てている。 8,400,000

　固定負債合計 8,400,000

　負債合計 8,400,000

　正味財産 13,495,963,552

　固定資産合計

　資  産  合  計

 　財 　産　 目　 録　 
令和４年３月３１日現在

貸借対照表科目

  流動資産合計

投資有価証券
㈱スズケン株
　1,796,850株


